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１．イギリス調査の背景
エスピン＝アンデルセンの「福祉レジーム」論では，イギリスはアメ
リカと同様に自由主義レジームの類型に入る国とされている（Esping-
Andersen, １９９０）。１９７９年にマーガレット・サッチャーが首相に就いた
のを契機に，保守党政権のもとでイギリスでは２０年近くにわたって「小
さい政府」が追求された。育児や介護への公的介入は抑制され，欧州委
員会の指令にも関わらず１９９３年まで全労働者に対する産休の権利付与は
行われず，公的保育サービスは未整備で，就学前教育（保育）に通う子
どもの割合はヨーロッパ諸国の平均を大きく下回っていた。労働市場に
目を転じると，１９９０年代初頭まで年齢階層別の女性労働力率はＭ字カー
ブの形状を残し，女性労働者の多くはパートタイム労働に従事するなど，
今日の日本の女性労働の現状と類似する特徴を多く備えていた。
一方，イギリスの子どもの貧困率は，１９６０年代は１０％前後の水準に
あったが，サッチャー政権の発足後は顕著な上昇傾向を示しはじめ，ブ
レア政権発足時の１９９７年には２７％に達している（等価可処分所得の中央
値の６０％で評価した貧困率）（図１）。これは当時，先進主要国の中では
アメリカに次ぐ高さであった。世帯の中に有業者のいない，いわゆる
“workless”家庭で育つ子どもも５人に１人に上っていた。子どもの貧
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困問題の深刻化に伴って，貧困家庭に育つ子どもが成長面やライフチャ
ンスの面で持続的な不利を抱えるという研究成果も多数報告されるよう
になり，対策の必要性が広く社会で認識されるようになった。このよう
な危機感を背景に，ブレア首相（当時）は「今後２０年間で子どもの貧困
を解消する」と１９９９年に宣言したのである。
現在の日本は，女性の就業を促進するためのワーク・ライフ・バラン
スの確立や，悪化傾向にある子どもの貧困問題の改善に向けた努力が求
められており，１９９０年代末のイギリスと共通する点が多い。これらの社
会問題にイギリスがどのように取り組んできたのか，その実情と政策評
価の手がかりを得るために，２０１４年３月末から４月初頭にかけて，児童
福祉・家族政策に関連する団体を訪問し，ヒアリング調査を行った。紙
幅の都合により今回はEffra Early Years Centre（保育所），Child Ac-
図１ 低所得（貧困リスク）世帯数１９６１―２０１０年
出典：Goodman and Webb（１９９４）and HBAI
（出所）デイヴィッド・ゴードン「イギリスの社会的包摂政策：成功と失敗」『季刊
社会保障研究』Vol.１８, No.１,２０１２. P.６.
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tion Poverty Group（NGO），Trade Union Congress（全英労働組合連
合会）での調査内容を報告する。なお，それぞれのヒアリング内容には，
訪問先から提供された資料内容から得られる情報を追加している。
ヒアリング調査報告に入る前に，１９９０年代末以降にイギリスで講じら
れた児童福祉・家族政策の概要を説明する。
１．１．シュア・スタートと児童センター
イギリスの児童福祉・家族政策が大きな転機を迎えた契機は１９９７年の
政権交代であった。ニューレイバー（労働党）のブレア政権が発足して
以降，イギリスでは最低賃金の導入（１９９９年），シュア・スタート（Sure
Start： SS）の開始（１９９９年），就労家族税額控除（Working Families
Tax Credit）の導入（１９９９年），母子世帯の自立支援（１９９７年），ワーク・
ライフ・バランス向上キャンペーン（２０００年）などの新しい施策が次々
と打ち出された。
ニューレイバーの家族政策で主要な位置を占めるのが，１９９９年に始
まったシュア・スタート（SS）である。シュア・スタートとは０―３
歳児がいる低所得世帯を対象とする地域ごとの支援プログラムである。
開始当初は最も剥奪度の高い地域，すなわち，貧困率だけでなく，無業
率や公的扶助受給率，十代妊娠率，低体重出生児比率など様々な指標が
高水準にある２６０地区で実施された。プログラムの内容については，新
生児のいる世帯への家庭訪問と３歳児への保育サービスの提供が必須項
目とされているほかは，地域に大幅な裁量が与えられていた。なお，
シュア・スタートの開始に先立ち１９９７年には全国保育戦略（National
Child Care Strategy）が発表され，１９９８年から全ての４歳児に無料か
つ普遍的な就学前教育を提供することとなった（２００４年以降は３歳児に
も拡大）。ただし無料の範囲は週１５時間，年間３８週分である。
保育料については，勤労税額控除（Working Tax Credit）による軽
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減策が講じられている。低所得世帯の働く親は，保育料の７０％（子ども
１人の場合は最大で週１２２．５ポンド，２人以上の場合は週２１０ポンド）ま
で勤労税額控除を受けられる。ただしこの控除は世帯の第一稼得者の年
収が１万５，９１０ポンド（税・社会保険料控除前，日本円で約２７０万円）を
超えると急速に消失する仕組みとなっており，対象者の範囲は限定的で
ある。また，近年の急速な保育料の上昇にもかかわらず，上限額は２００５
年から据え置かれている。なお，平均的な保育料は週２５時間保育で週
１１０ポンド（２歳未満児の場合。２歳以上は週１０５ポンド）であり，日本
の認可保育所の保育料と比較するとはるかに高額である（Family and
Childcare Trust，２０１４）。
シュア・スタートの特徴をまとめると以下のようになる。第１に，大
人と子どもを別々にとらえるのではなく，二世代をまとめて施策の対象
としている。第２に，地区全体を施策の対象とすることで，「問題家庭」
といったラベリングを回避している。第３に，保育や教育，保健，雇用
というような分野別のタテ割りではなく，包括的な施策を講じている。
第４に，親と地域コミュニティの人々を巻き込んだ，地域主導型の施策
となっている。第５に，貧困地域には移民家庭も多いことから，親たち
のニーズや文化的多様性に配慮している。
当初のシュア・スタートは乳幼児を抱える貧困地域の母親（未婚の母
を含む）の子育てを支援することを目的としていたが，徐々に保育や就
学前教育の拡充，そして親たちの就労支援へと重点がシフトしていった。
シュア・スタートの総事業費は，開始直後の１９９９年には２億１，３００万ポ
ンド（約３５２億円）であったものが，２００４年には１０億１，９００ポンド（約
２，０３３億円）へ，２００７年には１８億ポンド（約４，２４８億円）へと拡大した。
この事業拡大の主翼を担ったのが２００３年以降各地に設置された児童セン
ター（Children’s Centres）である。
児童センターは，就学前教育，保育，保健，子育て支援，そして就労
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支援といった多面的な役割を担う地域のハブ施設として２００３年から設置
が始まった。当初は国内の２０％に相当する貧困地域に設置されたが，そ
の後は全国展開され，２０１０年には３，６３１施設に達している。児童セン
ターで提供されるサービスの内容は多岐にわたるが，なかでも一日１０時
間以上の保育サービスの提供と，雇用支援センターとの連携による親へ
の職業訓練や就労支援を行っている点は注目される。ブレア政権おいて，
イギリスの保育は従来の短時間保育からフルタイムで働く親を前提とし
た全日保育へと完全にシフトした。
シュア・スタートはブレア政権の他の施策と同時期に推進された複合
的なプログラムであり，事業内容も時間の経過とともに拡大していった
ことから，単体での政策効果を正確に把握することは難しい。シュア・
スタート対象地域と対象外の地域の家族を比較した研究結果では，子ど
もの健康や認知能力，学力といった点では有意な差は認められない半面，
親たちの生活満足度や子育てへの姿勢は改善し，就労率にも好影響がみ
られたとしている。
しかしながら，２０１０年の総選挙で保守党のキャメロン政権が成立した
後は，児童センターの閉鎖が相次いでいる。英ザ・ガーディアン紙によ
ると，総選挙から２０１３年１１月までの期間だけでも全国で５７８施設が閉鎖
された。これは児童数にして３万５，０００人分の定員減に相当する。子ど
もの貧困率も再び上昇に転じており，労働党政権下の２０１０年３月に成立
した「子どもの貧困法（Child Poverty Act）」で設定された「２０２０年ま
でに子どもの相対的貧困率を１０％以下にする」という目標の達成が危ぶ
まれている。
１．２．出産休暇の拡充と柔軟な働き方の申請権
全国保育戦略にはじまる保育サービスの拡充がイギリスにおけるワー
ク・ライフ・バランス施策の片輪だとすれば，もうひとつの車輪は２００２
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年雇用法による子育て期の休業保障と柔軟な働き方の申請権の確立であ
る。
ブレア政権誕生前のイギリスには無給の短い出産休暇があるのみで，
育児休暇はなく，欧州委員会指令の水準を大きく下回っていた。そうし
たなか，ブレア政権で成立した２００２年雇用法は，休業の権利を拡大する
と同時に，柔軟な働き方の申請権を確立するという画期的な役割を果た
した。
第１に，同法によって最長で１年間（有給２６週＋無給２６週）の出産休
暇が導入された。第２に，有給で２週間の父親休暇が取得可能となった
（ブレア首相とブラウン蔵相（当時）がそれぞれ２０００年と２００１年に父親
休暇を取得したことは記憶に新しい）。なお，２００２年雇用法に先立つ
１９９９年には，男女両方の労働者を対象として子どもが５歳になるまでに
合計１３週間の育児休暇（無給）が取得可能とされた。第３に，２００３年４
月以降，６歳未満の子ども（または１８歳未満の障害をもつ子ども）の親
に対して，柔軟な働き方（労働時間の変更，勤務時間帯の変更，在宅勤
務のいずれか）を申請する権利が付与されることとなった。労働者がこ
の権利を行使するには申請日までに同一の雇用主のもとで２６週以上連続
して働いていることが要件とされ，一方，雇用主は申請を真剣に検討す
る（consider reasonably）義務があるとされた。
なお，２０１１年からは５２週の出産休暇を父母で分割して取得することも
可能となっており（父親は子どもの生後２０週以降に最長６カ月まで出産
休暇を取得可能），有給部分も現在は３９週に延長されている。さらに
２０１５年からは，生後２週目以降の５０週間について父母が最大限柔軟に休
暇を使えるようになることが決定されている。柔軟な働き方の申請権は
子どもを持つ親たちの間に急速に普及し，導入初年度で１００万人の親（対
象者の４分の１）が申請した。２００６年の調査では，申請資格のある労働
者の１７％（父親の１４％，母親の２２％）が柔軟な働き方を申請し，そのう
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ち７８％（父親は７１％，母親は８３％）は雇用主から了承されている（英国
議会資料）。柔軟な働き方のうち，最も多く利用されているのは，パー
トタイム就労（短時間勤務）とフレックスタイム制度である。労使双方
からの良好な評価を背景に，２００９年４月には１６歳以下の子どもを持つ親
へと，その適用範囲が拡大され，実に１，０００万人の親が申請権を持つこ
ととなった。さらに２０１４年４月からは，同一の雇用主のもとで２６週以上
連続して働いている労働者全てに柔軟な働き方の申請権が付与される。
これにより，育児だけでなく介護と仕事の両立が容易になるほか，教育
訓練への参加が促進されたり，高齢労働者が健康状態に合わせた就労を
したりすることが可能になると期待されている。
柔軟な働き方のさらなる拡大については，小規模事業主を中心に経営
への負担を懸念する声も出ているが，総じて雇用主の評価はポジティブ
である（CBI,２０１１）。具体的には，良好な労使関係，採用への好影響と
定着率の上昇，生産性の向上と欠勤率の低下などの点で好影響が出てい
ると評価されている。
２．調査先でのヒアリング内容
２．１．Effra Early Years Centre
訪問日：２０１４年３月３１日（月）
所在地：３５Effra Parade，Brixton SW２１PL
担当者：Ms. Denise King氏（戦略担当マネージャー）
施設所在地の地域特性
Effra Early Years Centre（以下，Effra）は，ロンドンの南にあるラ
ンべス特別区（London Borough of Lambeth）のブリクストン（Brixton）
にあるチルドレンズ・センターである。ランべス特別区は人種的多様性
が高く，アフリカ系黒人（１２％），カリブ海系黒人（９．５％）の比率が特
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に高い（２０１３年）１）。現役世代の失業率は８％を超え，ロンドン平均よ
り１ポイント以上高い。ブリクストンの子どもの貧困率は２４％である
（同）。ブリクストン出身で日本でも知られているイギリス人では，
ディビッド・ボウイ（歌手），ポール・シムノン（パンクロックグルー
プ「Clash」メンバー），そしてジョン・メージャー元首相（出生地は異
なるがブリクストン育ち）がいる。従来，ブリクストンは貧困地域で
あったが，ロンドン中心部の住宅価格上昇に伴い，近年ではこの地域の
住宅価格も上昇中で，中流世帯が住宅を購入している。近隣の住宅価格
は３０万ポンド＝５，４００万円程度である（なお，ロンドンの平均的な住宅
価格は６，０００万円程度である）。こうした中，中流層が購入する住宅，低
所得層向け住宅など様々なタイプの住宅が交差するところにEffraは位
置している。
Effraの施設全体は高い柵に囲まれており，外部から施設内の様子は
一切見えない。入り口にはインターコムによるセキュリティ・チェック
がある。室内の壁にはそれぞれの子どもの名前と，親と一緒に写ってい
る写真を貼ってあり，お迎えの際に親かどうかがどの保育者にもわかる
ようになっている。親以外にお迎えを依頼する場合は，事前にパスワー
ド（合言葉）を伝えるようにしており，子どもの連れ去りなどが起こら
ないように慎重な配慮をしている。
施設建物エントランスの壁には子どもたちの親の出身国の国旗の絵を
飾っている。アフリカ関係が多いが，カンボジアなどアジアの国々の国
旗もある。なお，Effraが提供するサービスについてのパンフレットも，
数か国語で作成している。私（案内をしてくれたKing氏）はブリクス
トンに長年住んでいるが，設立当初とは異なり，現在ではEffra利用家
１）http:／／www.londonspovertyprofile.org.uk／indicators／topics／income-poverty／
child-poverty-by-borough／
イギリスの児童福祉・家族政策についてのヒアリング調査報告
２６８ （６４２）
庭の５０～６０％が白人英国人（white British）である。
Effraの事業内容
Effraは多様なサービスを提供している。
第１に，３―４歳児を対象として，日本の幼稚園に相当する幼児教
育・保育を行っている。イギリスの小学校教育は５歳から開始するの
で，３―４歳児対象のこのサービスは早期教育に位置づけられる。イギ
リスでは３―４歳児を対象に幼児教育無償化が実現しているといわれる
が，無償の範囲は週１５時間，年３８週に過ぎず，日本の一般的な幼稚園
（１日４時間以上，週５日が一般的）と比較してもかなり短いことに注
意が必要である。Effraでの３―４歳児対象の幼児教育・保育は，朝８
時から夕方６時まで年４８週提供されているが，無償の範囲で利用しよう
とすれば，午前中だけを週５日，あるいは１日５時間で週３回だけなど，
かなり制約された利用にせざるを得ない（週１５時間だけでは保護者の就
労はほとんど不可能であろう）。無償の範囲を超える保育は保護者の自
己負担である。３歳児の場合で１時間８ポンド（１，４００円程度）の保育
料となるが，預けている親の４割から５割はこうした自己負担をしてい
る（King氏はこうした自己負担による上乗せを「top-upする」と表現し
ていた）。
第２は，２―３歳児を対象とする保育である。Effraではこれも朝８
時から夕方６時まで，年４８週提供されている。費用は１日当たり５８．５５
ポンド（１万５００円程度）であるが，保育料の多くは就労税額控除
（Working Tax Credit）によって賄われる２）。２―３歳児の定員は３２名
であるが，２５名は自治体からあっせんされてきた要保護児童である。要
保護児童というと貧困家庭の子どもという偏見が強いが，現実にはDV
（家庭内暴力）は所得階層に関わりなく起こっており，預かる子どもの
家庭背景も多様である。Effra側はどの子どもが要保護児童かを把握し
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ており，親をサポートするためのケース・コンファレンス（事例会議）
や家庭訪問も実施しているが，利用する保護者や子どもにはどの子ども
が要保護児童かは全くわからないようにしている。これらの子どもは優
先的に３―４歳児クラスに移っていく。
第３は，０―２歳児を預かるチャイルド・マインダー（保育ママ）の
集会場・情報交換の場所としての役割である。自宅で子どもを保育する
チャイルド・マインダーはイギリスに昔から根付いている制度であるが，
自治体への登録が法律によって義務付けられており，本人および家族に
犯罪歴がないことの証明が必要で，OFSTED（Office for Standards in
Education：英教育基準局）と警察による査察も必須である。通常は自
宅で保育しているが，Effraではチャイルド・マインダーが定期的に子
どもを連れて訪問できるようにしており，チャイルド・マインダーへの
研修も提供している。その間，子どもたちはEffraの園庭や室内で遊び，
食事をすることができる。
第４は，一般親子へのサポートである。具体的には，英語が不自由な
親たちへの英語教室，おしゃべりと歌の時間，子どもの健診などがある。
親同士でのネットワーキングにも力を入れており，ムスリム女性の集い
の日，２１歳以下のヤングママの集いの日など，同じ境遇の母親同士で語
り合えるように配慮している。
第５は，親たちの就労・学習支援である。よりよい仕事につくために
大学（college）への進学を希望する親も多く，そうした親に助言した
り，就労を希望する親への関係機関の紹介などを行っている。興味深い
２）イギリスでは就労している親に対する保育料の税額控除がある。控除を受け
るには，ひとり親の場合は週１６時間以上，カップルの場合は双方が週１６時間
以上（条件あり）働いていなければならない。これにより，最大で保育費用
の７０％，子ども１人の場合は週１７５ポンド（２人以上の場合は週３００ポンド）
まで賄うことができる。
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ことは，Effra自体が地域雇用創出の場となっていることである。King
氏自身も過去にはEffraを利用する保護者であり，その後，NVQ（Na-
tional Vocational Qualifications：全国共通職業資格）を取得してEffra
で働くようになった。ほかにもEffraの保育士でEffra利用者だった者が
数名いる。
保護者の所得階層は，低所得層から高所得層まで多様性に富み，保護
者の中には弁護士，医師，俳優，ミュージシャンもいるとのことである。
設立の経緯から，要保護児童や低所得層の子どもが多いことは保護者も
承知しており，その上でEffraの提供する保育の質の高さに魅力を感じ
て自分の子どもを預けている。こうした点で社会的包摂の一つの形態と
してEffraをとらえることができる。地域でのEffraの評価は高く，例年，
待機児童が発生している。
Effraの子どもは様々な事情を抱えた児童が多いが，適切なカリキュ
ラムと支援により，修了時の子どもたちの学習，理解の程度は概ね（年
齢）平均以上となっている。OFSTEDの査察でも非常に高い評価（out-
standing）が与えられている。
Effraでは，２―３歳児クラスから３―４歳児クラスへと継続性を保
ちつつ移行できるように配慮している。しかし，ロンドンにおいて，小
学校への移行はなかなか容易ではない。学校選択制をとるイギリスでは，
OFSTEDの評価の高い人気校に希望者が集中する傾向がある３）。たとえ
ば２０１２年のロンドンでは，８割程度の子どもしか第１希望の小学校に入
れない状況であった４）。その後，人気校の定員拡大などの措置で第１希
望に進学できる割合は高まっているが，保護者にとって子どもの小学校
入学が悩ましい問題であることには変わりない。Effraを修了した子ど
３）OFSTEDの査察結果や各学校在籍児童の学業成績などは一般公開されている。
４）The Guardian２０１２年４月１９日記事（http:／／www.theguardian.com／education／
２０１２／apr／１９／primary-schools-schooladmissions）
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もの中にも，第１希望の小学校に入れなかった子どもがいるとのことで
ある５）。
施設内では，年齢に合わせていくつかの部屋に分かれて保育が行われ
ている。園庭での遊び，室内での遊び，お絵かき，読書，工作などいく
つもある活動のうち，どれをしたいかは子どもに決めさせている。ただ
し，だいたいどの活動も万遍なく行うように保育者が配慮している。子
ども一人ひとりに専用の黄色いファイルが作られており，そこに発達の
状況について保育者のコメントを記入するほか，子どもの遊びの様子の
写真や，子どもが描いた絵などの作品も一緒にファイルしている。
食事については食事スーパーバイザーが２名おり，献立に配慮してい
る。２―３歳児が昼寝をする場合は，遊戯室にマットを敷いて寝るよう
になっている。子どもの食事の様子や，排泄の状況（２―３歳児クラス）
は全員分を表にまとめて記録しており，どの子どもが何を食べたか，そ
して体調がわかるようになっている。
子どもの中には社会経験の少ない子どもも多いので，皆で映画を見に
行く日をつくったりするなど，イベントも設けている。
現在，Effraの様々な活動に登録している子どもは全体で１６４名である。
２―３歳児，３―４歳児クラスはともに定員が３２名であるが，全員が毎
日利用するわけではない。保育スタッフについては，２―３歳児クラス
の場合，校長のほかに主任が１名，チーム・リーダーが２名おり，チー
ム・リーダーはそれぞれ４人の保育士の責任者となる。保育士は８名お
り，一人につき６名の子どもの世話をしている。また，保育士が休みの
時などにカバーするためのスタッフが２名いる。ほかには，昼食時と昼
寝時にサポートをするミール・スーパーバイザーが２名いる。保育士た
５）通常，希望者が定員を上回る場合には，①要保護児童，②自宅からの距離，
③既に通学しているきょうだいの有無など家族背景によって選考される。
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ちはNVQのレベル３を取得しており，大卒者が主体である。また，救
急手当の講習も受けている。朝８時から朝食クラブが始まり，夕方６時
まで開所しているので職員はシフト勤務をしている。パートタイムのシ
フト勤務が多く，週３５時間，週３日勤務などが一般的である。人数は少
ないが，男性保育士もいる（取材時はKing氏の息子さんが大学が休み
の間のパートタイム保育士としてきていた）。子どもにとっては男性保
育士はロールモデルとして重要である。ただし，低収入を理由に保育士
職につきたがらない男性が多い。
２．２．Child Action Poverty Group（CPAG）
訪問日：２０１４年４月３日（木）
所在地：９４White Lion Street, London N１９PF
担当者：Ms. Lindsay Judge
CPAGの活動について
CPAGはイギリスの子どもの貧困を憂うソーシャル・ワーカーと社会
学者によって１９６５年に設立された。活動内容は，①貧困問題についての
調査・研究，②政府へのロビーイングやキャンペーンの実施，③社会保
障給付や税控除についての啓蒙活動，④市民権に関連した他の事件の判
例となりうる訴訟事件（テスト・ケース訴訟）の引き受け，である。
我々の活動は，まったく公的な補助を受けていない。だから，政府に
対して非常に厳しい発言ができる。運営資金は，建物の賃料収入
（CPAGのある建物を１９９０年代に購入しており，フロアの賃貸収入があ
る），書籍等の販売，コンサルティング，リーガルワークなどによって
賄われている。我々は，個別の貧困世帯に対しての支援を行うのではな
く，調査，ロビーイングによって国や自治体に対して働きかけを行うと
いうものである。プレスもよく行っている。テスト・ケース訴訟の引き
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受けなどリーガルワークにおける支援もしており，いくつも勝訴してい
る。
我々は伝統的に労働党政権とは非常に良い関係を保ってきた。現在の
保守党政権との関係はそれと比較すると大きく劣るが，それでもコネク
ションがないわけではない。政府機関とも定期的にコンタクトしている。
直接のコンタクト先は，Child Poverty Unit，教育局，雇用年金局，内
閣である。関係する政府機関が多いということは良いことでもあるが，
分散していて良くないという面もある。また，上記の各機関がOKを出
しても，結局は財源の問題で財務省からノーと言われることもしばしば
ある。私が世銀に勤めていたときは，各国の財務省と直接の関係があっ
たので効率的であったが，現在のCPAGは財務省とは直接コンタクトを
していない。
子どもの貧困の現状と展望
１９９９年以降，労働党政権のもとで子どもの貧困率は顕著に低下した。
しかし，２０１１年を境として再び上昇に転じており，２０２０年には，１９９９年
当時のレベルに再び戻ると我々は予測している。その大きな要因は公的
支出の削減である。子どもへの給付のカット，税控除の圧縮などが大規
模に行われている。
２０１０年までの貧困率低下は，①親，とくにひとり親世帯の就労促進と，
②子どもに対する社会支出の増加，によってもたらされてきた。そのう
ちどちらがより強いかは因果関係の問題もあり，識別が難しいが，社会
支出の増加の寄与が大きかったとみている。２０２０年までに再び貧困率が
上昇することについては，親の就労の問題がより強く影響するとみてい
る。親の就労促進は，①保育サービスの提供，②税控除の拡充，③職業
訓練の提供，によって実現してきた。
児童センターの役割は評価している。すなわち，児童センターは貧困
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世帯だけでなくさまざまな社会階層の子どもが利用している（Judge 氏
のお子さんも児童センターに通ったとのこと）。したがって，児童セン
ターに行くことは全くノーマル，普通のことであり，そこで就労支援を
受けても貧困のラベルが付くわけではない。
ディーセント・ワークの減少が親就労を促進するうえでの大きな障害
となっている。最低賃金の水準が低すぎる（イギリスの現在の最低賃金
は１時間６．３１ポンド＝１，１００円程度）。近年は「ゼロ時間契約」のように
不安定かつセーフティーネットから外れた形態の仕事も増えており，大
きな問題である。
生活するために長時間労働をする親が増えており，結果として家庭で
子どもと共に過ごせる時間が圧縮され，子どもに投資できる時間が減少
する。柔軟な勤務形態を希望していても，生活のためにそれを選択でき
ない労働者が多い。
子どもの貧困対策の必要性
我々は，子どもの貧困対策の必要性を，３つの面から訴えている。第
１は，モラルの問題として。第２は，instrumentalな面で。つまり，子
ども期の貧困対策をすることで成長後のパフォーマンスがよくなる，犯
罪率が低下する，などのメリットを訴えるということ。第３は，econ-
omyな面で。つまり，子どもの貧困対策は長期的には得になるというこ
とを訴えるということである。
伝統的に，英国では福祉給付に対して批判的な姿勢をとる人が多い。
子どもへの社会支出についても，高齢層は批判的である。子どもが健全
に成長することによって，税の担い手となることや，子育てをしている
現役層の支払う税・社会保険料で彼らの年金が賄われていることを認識
していない人が多い。日本でもそうだと思うが，人口構成は高齢化して
おり，子ども自身は社会的発言ができないのに対して，高齢層の声が大
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きくなっている。
子ども自身に対する働きかけと親に対する働きかけのどちらが重要か，
という質問に対しては，もちろんどちらも重要なのではあるが，親に対
する働きかけのほうがより重要と考えている。親の低所得が子どもの発
達の遅れや成績不良をもたらすことは，膨大な量の研究が指摘している
ことである。LSE（London School of Economics）の最近の調査でも，
幼少時の低所得は明らかに子どものその後の人生に大きな影響をもたら
していることが分かっている。そこで，なぜ親に対する働きかけがより
重要かというと，経済的な給付（もしくは税控除など）があることで，
親たちのストレスが顕著に軽減され，そのことが子どもへの対応に非常
に大きな影響を与えるからである６）。
よくある偏見として，貧困世帯の親たちはダメな親であるから，そこ
から子どもを引き離して子どもに直接，さまざまな給付をしたほうがい
い，という言説がある。しかし実際には，貧困世帯の親たちも子どもの
ことを十分に考えている親であり，その点について所得階層による差が
あるわけではない。現在行われつつあることは，子育て世帯に金銭給付
をする代わりに給食を出すことなどであり，むしろ国家の関与が増えて
いることは皮肉といえる。そうした，子どもに対する現物給付を行って
も，親たちの経済面に由来するストレスは解消しない。親たちに金銭給
付を行い，それによって親が子どものために使えるようにすべきである。
ターゲッティングか，普遍的な施策か，という質問に対しては，ユニ
バーサルな施策のほうがよい効果を上げているということがさまざまな
調査から明らかである。世間一般はターゲッティングのほうが効率が良
いと思い込んでいるが，実はターゲッティングをするための行政コスト
６）Kerris Cooper and Kitty Stewart（２０１３）“Does Money Affect Children’s
Outcomes? A Systematic Review,”Joseph Rowntree Foundation Report.
http:／／www.jrf.org.uk／sites／files／jrf／money-children-outcomes-full.pdf
イギリスの児童福祉・家族政策についてのヒアリング調査報告
２７６ （６５０）
が高く，全体の底上げもできないといった欠点が多い。
過去の子どもに対する給付増が出生率上昇に寄与した面はたしかにあ
ると思う。よくある言説として，貧乏人の子だくさんという話があるが，
難しい問題である。
移民については，貧困世帯に対するさまざまな偏見とまさに同じよう
な議論がある。なぜ移民に税金で給付をするのか，移民が我々の仕事を
奪っているじゃないか，など。しかし，実際には移民は公的給付へのア
クセスは非常に限られており（そうするような施策が行われている），
また，移民が英国民の仕事を奪っているという言説は実際には当たって
いない。英国民もまた海外に仕事をしに出ている。
２．３．Trades Union Congress（TUC）
訪問日：２０１４年４月２日（水）１０：００AM
所在地：Congress House on Great Russell street, London WC１B３LS
担当者：Ms. Rosa Crawford（Policy Officer）
Ms. Sally Brett（Senior Equality Policy Officer）
TUCの概要
TUCは日本の連合に相当する労働組合の統括組織である。５４団体に
所属する６００万人の組合員がいる。組織率は公的部門（教員や看護師含
む）が５０％，民間部門は１５％である。TUCの運営は，天引きの組合員
費（levy）によってまかなわれている。組合員の男女比はほぼ半々で，
女性組合員は増加している。労働者全体の男女比では男性のほうが多い
のだが，労組には女性のほうがより入る傾向にあるし，女性の組合加入
を推進している。組合員の平均年齢は４８歳で，目下，５０歳以上の女性の
問題についても運動を強化しているところである。
政策への働きかけとしては，BIS（Departmant of Business Innova-
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tion & Skills）のKim Wager氏と定期的に交流している。労働党政権の
時は，もっと政府と交流しやすかった。現政権は，コンサルテーション
のルールを変更してしまった。たとえばキャメロン政権は，規制緩和に
ついて，（従来の利害関係団体との交渉ではなく）クラウド・ソーシン
グで国民から直接意見を募集するようなスタイルを採用している。家族
政策（family policy）については，政権と良い関係を保っており，定期
的に会合を開いている。
妊娠，出産関連の施策について
我々の調査によると，２６―３５歳の若い父親が最もワーク・ライフ・バ
ランスに不満を抱えている。子どもの保育や病気の時の対応などは，男
性にとっても大きな問題なのである。
機会均等委員会（Equal Opportunities Commission）の推計では，毎
年３万人の女性が妊娠を契機に失職している。また，出産休暇を取得し
た女性の７人に１人は，職を失っている。復職した女性のうち４０％は職
務が変更されており，その大半は以前より悪い地位に置かれている。し
かし，法的手段に訴えるケースは少ない。現在，我々は（パートナー女
性の）妊娠をきっかけとする父親へのマタニティハラスメントについて
の訴訟にかかわっている。妊娠差別に関する訴訟で男性のケースはこれ
が初めてである。妊娠差別の問題についてはBISも重視しており，TUC
はBISから百万ポンドで調査を請け負うことになった。
出産休暇，両親休暇ともに拡充されてきており，全体としては良い方
向に進んでいると思う。出産休暇中の手当に上乗せをする雇用主もいる。
父親と母親でシェアできる両親休暇については，TUCとしては賛成
であるが，まだまだ改善の余地も大きい。政府はこの制度を導入しても
父親の２―８％程度しか実際には利用しないだろうと見込んでいる。男
性の両親休暇取得が進まないのは，第１に，取得の前提として勤続要件
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があるためである。短い期間で雇用されている若い父親たちの多くは資
格要件を満たせず，両親休暇を利用できない。これはDay １ Right（雇
用と同時に権利が得られる）に改正すべきである。第２に，所得保障が
低すぎる。休暇中の手当が週１３７ポンドでは暮らせない。これは最低賃
金（６．３１ポンド）で週３５時間働いた場合よりも低い水準である。大多数
の父親は，経済的理由で両親休暇を取得できないのでる。
保育，子どもの貧困問題
柔軟な働き方についても，同じことが言える。経済的な理由から，ま
た，失職を恐れて，多くの親たちは柔軟な働き方を申請したくてもでき
ないでいる。男性のほうが柔軟な働き方の申請権を利用しにくい現状が
ある。雇用主側のジェンダー・バイアスによるものであろうが，申請し
た場合に，拒否される比率が男性のほうが女性より高い。女性が柔軟な
働き方を申請するのを雇用主が阻むと，間接差別で訴えられるというこ
とも影響しているかもしれない。結果として，子どもが生まれると母親
は短時間勤務のいわゆる「マミー・トラック（母親たちに多い，昇進等
の可能性の少ない低賃金の仕事）」に追いやられてしまう。一方，男性
は子どもが生まれると労働時間を延ばす傾向にある。つまり，家計の減
収を補おうとして長時間労働になってしまうのである。結果として，労
働市場における男女差が拡大する。
児童手当，法定出産手当，父親休暇手当，養親手当などすべての子ど
も関係支出が政権交代した２０１０年以来，削減されてきている。金額では
引き上げられているが，物価上昇率を考慮した実質では大きな削減であ
る。子どもの貧困は大きな問題となっている。フードバンクの利用者も
大変な勢いで増加している。
イギリスでも保守的な高齢層の政治的発言力が強い。しかし彼らは現
役時代は経済成長の恩恵を受け，安定した仕事，充実した年金に恵まれ
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ている世代である。それなのに高齢者は子どもに対する給付カットに賛
成している。
保育は大きな問題である。保守党，労働党のどちらも保育にまつわる
施策の拡充を提唱している。保育に対する補助としては，保育料の税額
控除，児童センター，雇用主が提供する保育バウチャーなどがある。し
かし，現政権での税額控除の縮小と児童手当の削減によって，保育サー
ビスは親たちにとってあまりに高くて手が届かないものになりつつある。
自分たちでケアする時間を増やして保育料支払を抑えるためにも，親た
ちは柔軟な働き方を利用したいのであるが，低賃金労働者ほど柔軟な働
き方を申請しにくいという実情がある。保育料を支払うために，自分の
年金保険料支払いをやめる人さえいる。
放課後児童の保育も問題化している。シングルマザーも，子どもが５
歳（就学年齢）になると就業する義務があるが，学童保育は圧倒的に不
足している。夏休みやバンク・ホリデーなど学校が休みの間の保育も大
きな問題である。このごろは仕事をしている祖父母が孫の世話をするた
めに柔軟な働き方を申請するようなケースも出てきている。保守党の進
める保育サービスの規制緩和は問題の解決につながらない。経済的に利
用可能な保育サービス（affordable childcare）を国の責任で進めるべき
である。
（日本のように）女性の労働力率を上げるためにワーク・ライフ・バ
ランスを推進する，というのはイギリスでは２０年ほど前の考え方である
と思う。いま，ワーク・ライフ・バランスは，もっと父親の問題であり，
（保育，ケアの時間と関連して）子どもの貧困にかかわる問題となって
いる。
TUCとしては，ワーク・ライフ・バランスは主としてジェンダー均
等の視点から重視してきた。政府はFTSE１００社の取締役会の女性役員
比率を２０１５年までに２５％に引き上げるよう提言している。
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